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分類
略 称

機械共同化

高付加価値

地場産

生産条件強
化

新規就農者

農地集積

多様な担い手

集落営農

体制構築

農地水連携

集落連携

その他

鳥獣害

棚田

活性化

伝統文化

直売

統合

連携

施設整備

体験農園

景観・生態系

耕作放棄地

項 目

分類１

機械・農作業の共同化に取り組む事例

高付加価値型農業に取り組む事例

地場産農産物の加工・販売に取り組む事例

農業生産条件の強化（自己施工）に取り組む事例

新規就農者の確保又は認定農業者の育成に取り組む事例

担い手への農地集積等（協定農用地の拡大を含む）に取り組む事例

多様な担い手（棚田オーナー等）の確保に取り組む事例

農業生産法人、集落営農組織の育成に取り組む事例

集団的かつ持続可能な支援体制の構築に積極的に取り組む事例

農地・水・環境保全向上対策と連携して効果的に活動に取り組む事例

他集落との連携、高齢農家等への支援に取り組む事例

その他、取組に特徴のある事例

分類２

鳥獣害対策に取り組む事例

棚田保全に取り組む事例

地域の活性化（まちおこし等）に取り組む事例

地域の伝統文化の継承等に取り組む事例

直売所等での販売に取り組む事例

協定を統合して活動に取り組む事例

集落外と連携して活動に取り組む事例

交付金を活用して施設・機械の整備に取り組む事例

体験農園や観光農園等の企画・運営に取り組む事例

景観や自然生態系の維持・保全に取り組む事例

耕作放棄地の復旧に取り組む事例
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1 北海道 北見市 留辺蘂町温根湯 持続的生産活動を通じた多面的集落機能の維持 生産条件強化 ○ ○ ○ 3

2 北海道 共和町 学田地区 高齢農家等へのサポート体制の確立 集落連携 ○ 5

3 北海道 浦臼町 浦臼 不法投棄防止パトロール その他 ○ ○ 7

4 北海道 愛別町 協和 もちの加工・販売推進への取り組み 地場産 ○ ○ 9

5 北海道 南富良野町 下金山 高齢化等による耕作放棄地の防止対策の取組み 体制構築 ○ ○ ○ 11

6 北海道 中頓別町 中頓別 農作業等の共同化による集落営農組織の推進 機械共同化 ○ 13

7 北海道 枝幸町 歌登地区 担い手への農作業委託 機械共同化 ○ 15

8 北海道 浦幌町 豊北 農村景観を保持するための環境整備 その他 ○ 17

9 北海道 羅臼町 峯浜地区 景観整備の推進 その他 ○ 19

10 青森県 西目屋村 村市学区 集落営農で活気ある集落づくりを 体制構築 ○ ○ ○ ○ ○ 23

11 青森県 田子町 第１飯豊 世代間交流で活気のある集落づくり 多様な担い手 ○ ○ ○ 25

12 岩手県 遠野市 氷口 伝統芸能・行事の伝承活動を通じて世代間交流を推 その他 ○ ○ ○ 27

13 岩手県 西和賀町 新町集落協定推進組合 戦略的な取組に向けた農地集積 農地集積 ○ 29

14 宮城県 丸森町 大内佐野 佐野（羽山）の郷を後世に 地場産 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 31

15 山形県 村山市 中沢 清流をたたえる中沢棚田米「背炙りの詩」 高付加価値 ○ ○ 33

16 山形県 高畠町 海上 棚田と水仙が出迎える海上集落 体制構築 ○ ○ 35

17 茨城県 常陸太田市 西河内中 美しい棚田景観の維持と都市住民との交流 機械共同化 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 39

18 栃木県 大田原市 寺宿上 稲刈り体験や収穫祭が結ぶ都市と農山村との交流 その他 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 41

19 群馬県 桐生市 清水 直払い交付金で集落の用水を、将来に引き継ごう 機械共同化 ○ ○ ○ ○ 43
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20 群馬県 川場村 立岩
担い手の育成と「雪ほたか」米栽培による集落の活
性化

新規就農者 ○ ○ ○ 45

21 千葉県 南房総市 沓見吹代 バイオマスの活用 その他 ○ ○ ○ ○ 47

22 神奈川県 秦野市 菖蒲 獣害防除に集落一丸 その他 ○ ○ ○ ○ 49

23 山梨県 北杜市 長沢 良好な景観の維持に向けた農地保全への取り組み 集落連携 ○ ○ ○ ○ 51

24 山梨県 笛吹市 道場・駒留 景観作物の栽培を中心とした集落活性化 その他 ○ ○ ○ ○ ○ 53

25 山梨県 富士川町 上手 ゆず製品の加工・販売 地場産 ○ ○ ○ ○ ○ 55

26 山梨県 上野原市 原・郷原 過疎地を舞台に若い力と連携した明るく楽しい農業 その他 ○ ○ ○ ○ ○ 57

27 長野県 木島平村 倉沢 トキも知っていた「特別栽培米を育む有機の里」 高付加価値 ○ ○ ○ 59

28 長野県 小諸市 後平 集落協定を統合し新たな共同取組活動を目指す 機械共同化 ○ ○ ○ 61

29 静岡県 伊豆市 長野 共同取組活動を通じた地域のつながりの再構築 その他 ○ ○ ○ ○ 63

30 新潟県 村上市 大毎 地域に伝わる特産品を活かした地域づくり 地場産 ○ ○ ○ ○ 67

31 新潟県 上越市 桑谷農業振興会 広域集落協定による継続的営農体制の確立 体制構築 ○ ○ ○ ○ 69

32 新潟県 魚沼市 水沢
集落独自ブランド「沢田米」の販売による集落活性
化

地場産 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 71

33 富山県 富山市 八尾町河西 都市住民や他集落との連携による地域の活性化 集落連携 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 73

34 富山県 氷見市 久目 次世代就農者のための体制整備 生産条件強化 ○ ○ 75

35 富山県 滑川市 大崎野 集落営農の強化による共同集約化の推進 機械共同化 ○ ○ ○ 77

36 石川県 小松市 上麦口 集落営農が取り組む環境保全型農業 農地水連携 ○ ○ ○ 79

37 石川県 白山市 別宮出町 担い手と支える農業 農地集積 ○ ○ 81

38 石川県 津幡町 笠池ヶ原 笠池機械利用組合の法人化 集落営農 ○ 83

39 岐阜県 山県市 富永 牧草栽培の作業委託・多面的機能の維持 集落営農 ○ 87
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40 岐阜県 白川町 久室 集落営農による農地保全 集落営農 ○ ○ 89

41 愛知県 新城市 小畑 小畑で見つけよう感動体験 多様な担い手 ○ ○ 91

42 愛知県 豊田市 和合 農業用機械の共同化による農業の継続 機械共同化 ○ 93

43 三重県 津市 桂畑 集落一農場を目指して 機械共同化 ○ ○ ○ 95

44 三重県 いなべ市 二之瀬 担い手育成は、共同取組から生まれる 農地集積 ○ ○ 97

45 滋賀県 長浜市 摺墨 学生、都市住民とのつながりによる活動推進 体制構築 ○ ○ ○ ○ 101

46 滋賀県 甲賀市 小佐治 もち米の生産拡大、そしてもち加工で「まちおこし」 地場産 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 103

47 滋賀県 東近江市 北坂地区
赤そばを復活させ、独自の中山間地農業体制を構
築

その他 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 105

48 京都府 京丹後市 袖志
日本の棚田百選「海の見える丹後町袖志の棚田」を
再生

多様な担い手 ○ ○ ○ ○ 107

49 京都府 京丹波町 広野・大簾
隣接集落で協定を統合し、連携により将来像を具体
化

集落連携 ○ ○ ○ 109

50 兵庫県 淡路市 斗ノ内里 営農機械も農業生産活動も助け合う体制を構築 機械共同化 ○ ○ ○ 111

51 和歌山県 海南市 東畑 将来展望を見越し、次世代の就農者の育成を図る 新規就農者 ○ ○ ○ ○ ○ 113

52 和歌山県 かつらぎ町 星山
紀の川柿の生産拡大により、耕作放棄地の発生を
抑制

高付加価値 ○ ○ ○ ○ 115

53 鳥取県 鳥取市 中井一
中山間地域等直接支払と集落営農との両立を目指
す

集落営農 ○ ○ 119

54 島根県 隠岐の島町 真杉 集落と企業の連携により耕作放棄地を解消 農地集積 ○ 121

55 岡山県 奈義町 中島西 交付金をてこに法人化に取り組む 集落営農 ○ ○ 123

56 広島県 三次市 石原 農業主体のコミュニティ活動に取り組む その他 ○ ○ ○ ○ ○ 125

57 山口県 美祢市 大石 集落営農を核にして、美しい棚田を守ろう 機械共同化 ○ 127

58 徳島県 美馬市 森遠 ｢有機ゆず｣の集落による将来の担い手づくり 多様な担い手 ○ ○ 129

59 徳島県 那賀町 北川蔭
｢農山村(ふるさと)応援し隊｣サポーターとの協働活
動

新規就農者 ○ ○ 131
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60 香川県 東かがわ市 常政 機械の共同利用により農業生産活動の維持を図る 機械共同化 ○ ○ ○ 133

61 愛媛県 内子町 本村パイロット 認定農業者の育成と農業体験 新規就農者 ○ ○ ○ 135

62 愛媛県 伊方町 川永田 優良品種の導入等による高品質安定生産 高付加価値 ○ ○ 137

63 高知県 香美市 谷相 集落全体で農地を守る 体制構築 ○ ○ 139

64 福岡県 久留米市 石垣 目指せ多面的な特色ある農村 高付加価値 ○ ○ 143

65 福岡県 宗像市 野坂 農業資源は自分たちで守る 生産条件強化 ○ ○ 145

66 佐賀県 伊万里市 中田 棚田を活かして地域活性化 多様な担い手 ○ ○ ○ 147

67 佐賀県 太良町 中尾 小学校との連携による農業体験学習への取組 その他 ○ ○ ○ ○ 149

68 長崎県 佐世保市 瀬道 集落みんなで農地保全 農地水連携 ○ ○ 151

69 熊本県 八代市 美生 ショウガ生産を中心に繋がる集落 その他 ○ ○ 153

70 大分県 国東市 山口 ひまわりで笑顔と元気な里づくり 高付加価値 ○ ○ ○ ○ 155

71 大分県 九重町 栗原 地域農業の発展と地域づくりを推進 集落営農 ○ ○ 157

72 宮崎県 小林市 太尾 有機ＪＡＳ取得による有機栽培の確立 高付加価値 ○ ○ ○ 159

73 宮崎県 高千穂町 下野西
農作業受託組織を中心とした集落営農へ向けた取
組

機械共同化 ○ ○ ○ 161

74 鹿児島県 日置市 田代 集落ぐるみでふるさとの農地・自然を守る その他 ○ ○ ○ 163

75 鹿児島県 伊佐市 東市山
共同購入機械を活用した農作業受託による農地の
保全

農地集積 ○ ○ ○ ○ 165

76 沖縄県 多良間村 多良間 資源循環型農業の推進と担い手の育成 新規就農者 ○ ○ ○ 169
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＜その他、取組に特徴のある事例＞

○農村景観を保持するための環境整備

１．集落協定の概要

市町村･協定名 北海道十勝郡 浦幌町 豊北
と か ち ぐ ん う ら ほ ろ ち ょ う と よ き た

協 定 面 積 田 畑 草地(100%) 採草放牧地
548ha 牧草

交 付 金 額 個人配分 38％
823万円 共同取組活動 多面的機能増進活動費 40％

62％ 水路・農道等の維持管理費 5％（ ）
公共牧場の維持管理費 4％
その他 13％

協定参加者 農業者 18人、水利組合 1団体、農業生産法人 2法人、その他 1団体

２．取組に至る経緯

・当集落は、生乳を主体とする酪農経営の土地利用型農業を展開しているが、担い手

の高齢化・減少等により農村の多面的な機能の保持が懸念されており、集落全体で

適正な農用地の維持管理、環境整備、廃プラスチック類の共同処理や堆きゅう肥の

還元による環境対策を行うことによって、農業生産活動の維持、安定的な農業の経

営の育成・強化、良好な農村景観の保持することが必要である。

３．取組の内容

・農道及び排水路の維持管理

当地区は海岸に近く地下水位が高いことから、排水路の維持管理が重要（写真）

・集会所周辺の環境整備

地域の意志決定・交流の場となっている集会所の環境維持のため、草刈り等を実

施（写真）

・廃プラスチック類の共同処理：毎月実施 環境の維持改善に効果

・廃農機具等の共同処理：継続的な取組により、景観や環境が向上

・農地への堆きゅう肥還元：環境改善及び草地の生産性維持向上

・畜舎周辺で問題となっている鳥獣（カラス）対策に取り組むこととし効果を検証

排水路の整備作業 集会所の環境整備作業
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＜その他、取組に特徴のある事例＞ 
 

○獣害防除に集落一丸 
 
１．集落協定の概要 
 市町村・協定名  神奈川県 秦野市

はだのし

 菖蒲
しょうぶ

 

 協 定 面 積 

 5.5ha 

 田（０％）  畑（100％）  草地（０％）  採草放牧地（０％）

 落花生・露地野菜・みかん   

 交 付 金 額 

  

50.7万円 

 個人配分                                                   0％ 

 共同取組活動 

         （100％） 

 獣害防止対策及び農道等の維持管理活動   50％ 

 農用地の維持管理活動           40％ 

 研修会等その他経費            10％ 

 協定参加者  農業者  30人 開始：平成17年度 

 

２．取組に至る経緯 

農業従事者の高齢化や後継者不足に加え、鹿、猪、ハクビシンなど野生獣による被害

により、営農意欲の低下と耕作放棄地の発生が地域・集落での大きな課題となっていた。

こうした状況を受け、個々の農家における対策への限界から、第２期対策において獣害

防護柵（電気柵）の設置を契機として集落協定を締結し、集落全体での獣害対策及び耕

作放棄地の解消を中心に、将来にわたって持続的な農業生産活動を可能とすることにより、

本集落が持つ多面的機能の確保を図ることとした。 
 

３．取組の内容 

第２期対策中、野生獣（鹿・猪）の生息状況と被害状況の把握を行い、協定区域及び

隣接林地を含めた区域に延長１．９キロメートルの電気柵を設置し、点検・補修などの

共同作業を実施。 
また、猟友会との連携による追い払い、忌避効果があるとされるＬＥＤ工事保安灯の

共同利用、獣害対策に係る研修・情報収集などを通じて効果的な獣害対策を講じた結果、

柵内の被害が軽減。 
第３期対策では、獣害対策と畦畔等の草刈り管理を兼ねたヤギ放牧の実施、果樹（モ

モ）の植栽による景観形成と産地化など、軽減効果を受けて新たな取り組みを開始した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電気柵の設置作業 普及指導員の指導によりモモ苗の定植 
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[集落の将来像] 

農道等の簡易な整備と農作物被害対策等を実践するとともに、国道からのアクセスの

良さを生かし、観光型農業の導入や、魅力的な景観形成のための植栽等を推進し、兼業

形態での営農継続環境の維持と、農家後継者が定年を契機として営農活動が行えるよう

集落ぐるみで体制を整備していく。 

 

 

[将来像を実現するための活動目標] 

①農地の適切な維持管理と耕作放棄地の発生防止  ②簡易な農道整備と維持管理 

③多岐にわたる獣害対策  ④景観作物の作付や粗放的畜産による多面的機能の増進 

⑤収穫体験事業の実施による多様な担い手の確保 

⑥農用地と一体となった周辺林地、防風林の整備 

[活動内容] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

集落外との連携 

○農道一部の草刈り、清掃を自治会と共催。 

○多面的機能増進活動の実施に際しては市、援農ボランティアの協力により実施。 

 

４．今後の課題等 

今後、さらなる兼業化の進展と土地持ち非農家の増加といった地域性を考慮した農地

保全策及び農業生産体制の構築のほか、集落活動の中核的な次世代リーダーの育成が急

務であるとともに、集落活動への参加者の減少を踏まえた農業者以外の代替的人材の確

保や交流人口の増加対策を講じていく必要がある。 

 

[第２期対策の主な効果] 

○集落活動の活性化（共同作業年５日(H17）→同２０日（H21）) 

○電気柵設置区域内の獣害の減少（被害報告４０件(H17)→同３件（H21）） 

 

農 業 生 産 活 動 等 多 面的機能 増進活動  

農地の耕作・管理 
(畑 5.5ha) 

個別対応 

農道の管理 
・農道約 1.5 ㎞ 

年２回清掃、草刈り、

簡易補修 

共同取組活動 

農地法面の点検・管理 
・随時 

共同取組活動 

獣害防止対策 
・電気柵 約 1.9 ㎞ 

・点検、補修 年３回 

防風林の整備 
・随時 
個別対応・共同取組活動

景観作物の作付け 
・ヒマワリ 約 0.2ha 

・モモ 約 0.2ha 
個別対応・共同取組活動

ヤギ放牧による景観保全

と地域コミュニティーの

醸成 

共同取組活動 
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